
重要な会計方針

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

前期末残高

基　本　財　産

196,445,528 4,000,000 － 200,445,528

△ 66,784,195 △ 3,844,073 － △ 70,628,268

66,784,195 3,844,073 － 70,628,268

14,850,000 － － 14,850,000

500,000,000 － － 500,000,000

941,506,900 80,437 204,883 941,382,454

1,652,802,428 4,080,437 204,883 1,656,677,982

特　定　資　産

3,000,000 720,000 － 3,720,000

17,206,000 1,508,000 － 18,714,000

1,860,000 － － 1,860,000

22,066,000 2,228,000 0 24,294,000

1,674,868,428 6,308,437 204,883 1,680,971,982

　

                     当する金額を計上している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

有価証券の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

当期減少額

借 地 権

２

科　　　目

小　　　　計

合　　　　計

　財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

当期末残高

退 職 給 付 引 当 資 産

（単位：円）

１

当期増加額

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

定額法によっている。

償却原価法（定額法）によっている。

役員退職慰労引当金　･････　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

　　                     金額を計上している。 

退職給付引当金　･････　職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相

受 入 保 証 金 引 当 資 産

引当金の計上基準

リース取引の処理方法

税効果会計の適用について

消費税等の会計処理

税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正

味財産増減額を計上することを目的として、税効果会計を適用している。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

役員退職慰労引当資産

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 引 当 資 産

投 資 有 価 証 券

小　　　　計

定 期 預 金



基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高

基　本　財　産

200,445,528

△ 70,628,268

70,628,268

14,850,000

500,000,000

941,382,454

1,656,677,982

特　定　資　産

3,720,000

18,714,000

1,860,000

24,294,000

1,680,971,982

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

帳簿価額

119,579,955 127,015,000 7,435,045

299,647,488 273,500,000 △ 26,147,488

582,320,453 617,416,340 35,095,887

1,001,547,896 1,017,931,340 16,383,444

(1)

9,466,300

1,723,114

7,743,186

(2)

1,981,080 6,187,640 8,168,720

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

1,509,480

1,432,930

128,983

(4)

(5)

(-)

(3,720,000)

(18,714,000)

１年以内

(-)

(-)

(-)

(-)

(-)

(-)

(14,850,000)

(-)

(1,860,000)

(941,382,454)

(1,656,677,982)

(-)

(-)

(70,628,268)

(-)

(-)

(-)

減価償却費相当額

取得価額相当額

（単位：円）

期末残高相当額

(24,294,000)

(-)

(-)

（単位：円）

１年超

定 期 預 金

科　　　目

小　　　　計

４

投 資 有 価 証 券 (-)

(-)

(-)

借 地 権

科　　　目 (うち負債に対応する額)

（単位：円）

(うち一般正味財産からの充当額)(うち指定正味財産からの充当額)

３

(-)

減 価 償 却 引 当 資 産

役員退職慰労引当資産

第139回利付国債ほか国債2銘柄

(-)

合　　　　計

(500,000,000)

（△ 70,628,268)

建 物 (200,445,528)

受 入 保 証 金 引 当 資 産

(1,656,677,982)

(-)小　　　　計

退 職 給 付 引 当 資 産

政府保証第183回及び第344回日本高速道
路保有・債務返済機構債の2銘柄

(-)

(-)

時　　価

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(24,294,000)

建 物 減 価 償 却 累 計 額

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

第11回大阪府債ほか地方債7銘柄

５

評価損益

（単位：円）

減価償却累計額相当額

リース物件（器具及び備品）

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

ファイナンス・リース取引関係

合　　　　計

未経過リース料期末残高相当額

減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

未経過リース料

期末残高相当額

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上価額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によっている。

支払利息相当額

合　　計

（単位：円）

支払リース料


